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1．本論文の目的 
政治学の中でも比較政治学の分野に位置づけられる本論文の目的は、2009 年の衆議院選挙で圧勝
し、政権の座についた民主党（the Democratic Party of Japan）が、その結成以来どのように政党
として存続してきたのかを明らかにすることにある。 
1993 年の衆議院選挙において非自民勢力による連立政権が誕生し、1955 年から続いた自民党と
社会党による「1.5 政党制」と呼ばれる「55 年体制」が崩れた。1994 年には選挙制度改革により、
それまでの中選挙区制から小選挙区比例代表並立制が導入され、その結果、日本では新党が乱立し、
政界が再編する激動の時代が始まった。そうした新党乱立による日本の政界再編を象徴するのが、
民主党である。同党は 1996 年に結党、2003 年には自由党と合併して党勢を拡大した。その 4 年後
の参議院議員選挙では、自民党を超える 103 議席を確保し、参議院において第一党となった。そし
て、2009 年衆議院選挙において、民主党は大勝し、結党から僅か 13 年後に政権交代を実現した。 
比較政治学の分野では、政党制度（party system）や新党形成などに関する研究が確立された研
究テーマの一つとなっているが、新党が短期間に党勢を拡大して政権交代を成し遂げることは世界
的に見ても稀である。この意味で、民主党は、世界で最も成功した新党のひとつといえる。また、
これらのテーマに関する既存の研究は、欧州および新興民主国家における新党に関するものがほと
んどであり、日本を含むアジアにおける新党の研究は極めて少ない。池田氏はこうした点に着目し、
民主党の存続を可能にした要因の分析を新党研究の脈絡に置き、新党研究に関する知見を同党の研
究に活かすと同時に、同党に関する分析から新党研究に関する含意をも導き出そうと試みている。 
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2．本論文の構成と各章の概要 
本論文は英文（ダブルスペース）で執筆され、全 9章、314 頁（本文と参考文献 19 頁）で構成さ
れている。内、図表は 32 含まれている。論文の構成は以下のとおりである。 
 
第 1章：導入  
第 2章：新党の形成とその成功 
第 3章：新たな政党制度における新党：日本の事例 
第 4章：民主党の形成とその成功 
第 5章：民主党と非営利・非政府団体：徳島県におけるダム反対運動の事例を通じて 
第 6章：労働組合による支持が政党存続に与える影響：自治労と野党 
第 7章：労組、組織票、およびその集票能力の差異について 
第 8章：その他の民主党支援団体 
第 9章：結論 
 
 第 1 章では、1 で述べた研究目的や、その研究意義・重要性などが、既存研究の簡潔な要約とと
もに示されている。その際、民主党が「なぜ政権交代を成し得たのか」という側面も念頭に入れつ
つ、政党制度が再編され新党が乱立し、その多くが短期間で消滅する時代において、民主党が「な
ぜ長期間政党として存在しえたのか」という側面に焦点を当てて分析を行う、という問題意識が明
確化されている。 
 第 2 章と第 3 章では、新党とその存続について、および政党制度の変更と新党の出現・成功につ
いての先行研究を極めて網羅的に分析している。第 2 章では、新党の定義と類型（第 1 節）、新党
の登場とその成功との関連性（第 2節）、政党の存続・成功における議会外の支援団体の重要性（第
3 節）に関する文献を詳細にあたり、そこから、既存の研究に残されている課題と、その課題を克
服するにあたって民主党の事例を分析する（第 4 節）意義について論じられている。こうした作業
を通じて、既存の研究では、新党の存続・成功のために、議会外の支援団体が果たす役割の重要性
が指摘されている事を明らかにした。 
 第 3 章では、新たな政党制度における新党結成についての先行研究を分析している。ここでは、
選挙制度の変更によって政党制度が変容し、そうした中で新党が設立されることに関する文献（第
1 節）を分析したのち、日本における政党制度の変容（第 2 節）、さらには新たな政党システムへ
の変容と多数の新党の登場（第 3 節）が概説されている。既存の政党制度では、既に十分な基盤を
持つ政党が存在しており、新党が台頭する政治的空間が欠如している。このため、政党制度の再編
は、より多くの新党が結成・台頭する機会を提供する。その一方、既存の政党制度の再編を経験し
た国は少なく、日本の他には、イタリアとニュージーランドくらいしか見当たらないことなどが、
明らかにされている。 
 このように 2 章にわたって、執拗とも言えるほどになされた先行研究の検討から、新党が長期間
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存続できる背景として選挙制度の変更があり、さらにその存続や党勢拡大における重要な要因とし
て支援団体の存在が重要であることを明らかにし、そこに本研究は着目している。支援団体が選挙
時に票の動員などの支援を行う事で、一定の議席を確保する事が可能となり、政党はより長期的に
存続する事が出来る。また、支援団体の存在が、所属議員の行動を制約するため、離党などの行動
がとりづらくなり、離党者を減少させ、政党を維持する事が可能となる。こうした点を踏まえて、
本研究は、民主党の支援団体に焦点を当てた、詳細な分析を行うことによって、同党の事例におい
て実際に支援団体がどのような役割を果たしたのか、を明らかにすることが、政治学的及び政策学
的に重要であることを明らかにしている。とくに、民主党の重要な支援団体として、NPO/NGO、労働
組合、宗教団体、および候補者の後援会が果たした役割を分析した。   
 第 4 章では、次章以降の分析の前提として、民主党がどのように結成され、どのように党勢を拡
大し、さらには政権交代に至ったのかについて、時系列に分析した。まず、第 1 節で結党前の日本
の野党の政治状況を説明（第 1節）したうえで、1996 年に新党さきがけを離党した鳩山由紀夫、菅
直人、そして社民党を離党した議員で民主党が結党されたことを概観した（第 2節）。そして、2003
年には小沢一郎率いる自由党が合流することで党勢を拡大し（第 3 節）、その後、労組をはじめと
する支援団体との関係改善などを通じて 2007 年の参議院選挙では自民党に勝利して参議院で第一
党となり、2009 年衆議院選にて勝利を収めて政権与党となった様子を記述している（第 4節）。 
 第 5 章から第 8 章では、統計データとともに、選挙運動関係者・支援団体関係者へのインタビュ
ーなどを駆使しながら、民主党と各種の支援団体との関係を詳細に分析している。第 5 章では、民
主党の支援団体のうち NPO/NGO の分析を行い、こうした団体が民主党の存続・党勢拡大に具体的に
どの程度役割を果たしたのかを吟味した。第 1 節では、民主党と NPO/NGO とがどのように密接な関
係を構築し、党全体としてどのような協力関係があったのかを分析した。それを踏まえて、第 2 で
は、NPO/NGO が大きな役割を果たしたとみられる、徳島県でのダム反対運動を担う NPO/NGO と民主
党の関係について事例研究を行った。こうした分析を総括（第 3節）して池田氏は、民主党は、NPO/NGO
との連携を推進して、市民の目線に立った政治を志向するイメージを確立することを目指したこと
を指摘している。これは、自民党とのイメージの差別化戦略とも言え、その意味では、民主党の斬
新なイメージを一般に浸透させるためには有益なものであったとしている。NPO 法の成立において
も民主党は一定の役割を果たし、地方選挙・国政選挙においても NPO/NGO と関わりのあるまたは職
務経験のある候補者を擁立した。しかしながら、池田氏は、徳島県の事例を詳細に分析することで、
一見重要な役割を果たしたと見られた NPO/NGO は、徳島県の民主党選挙で考えられていたほど重要
な役割を果たしていない、いわば、そうした団体と民主党の同県での成功との関係は、見せかけの
．．．．．
相関
．．
であることを指摘した。同氏によれば、こうした団体には選挙において票を動員する力は十分
ではなく、政党基盤となるには不十分である。より全般的に見ても、彼らと民主党の関係は、むし
ろ政策立案に重きを置いたものに限定されていたと結論している。 
 第 6 章と第 7 章では、労働組合と民主党の関係を分析している。第 7 章では、全日本自治団体労
働組合（自治労）の事例を通して労働組合が政党存続に与える一般的全般を明らかにしつつ、同組
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合と民主党との関係について分析している。まず、労働組合が日本の政党政治で担う役割について
一般的に分析（第 1・2節）したのち、自治労の政治活動・政党支援の形を分析（第 3節）、それを
通して、自治労は、本部としては民主党を支持しているが、都道府県レベルでは社会民主党（旧社
会党系）を支援しているという事例があることを明らかにした（第 4 節）。第 5 節では、そうした
事例をくまなく分析し、本部の方針にもかかわらず都道府県単位で自治労の政党支援が異なるのは、
労組出身の地元議員がどの政党に属するか、そして、民主党の地方支部の設立過程において誰が主
導権を握るかなど、地方での政治状況が大きく影響することを明らかにした。例えば、北海道では、
当時衆議院議員であった自治労出身の横路孝弘が民主党参加を決めたため県本部も民主党支持の方
針を打ち出したが、長野県のように社民党系の議員が主導権を握った場合、自治労は民主党を支持
せず、社民党支持に廻った。 
 第 7章では、民主党を支援する労働組合のうち、自動車総連と UA ゼンセンという 2 つの民間企業
の労働組合を事例分析することにより、その集票のメカニズム、そして労働組合間での集票能力の
差が生じる要因を明らかにしている。まず、一般的に全国的組織と選挙におけるそれら組織の票の
動員について解説し（第 1 節）、その動員力の差異を説明する仮説を提示したうえで（第 2 節）、
労働組合による票の動員戦略を具体的に解説している（第 3 節）。こうしたうえで、前述の 2 つの
労組の事例分析を行っている（第 4・5節）。ここでの分析から明らかになったのは、まず組合員数
と集票の力は比例しないこと、および「企業城下町」の存在が集票力に大きな影響を及ぼすことで
ある。自動車総連は組合員数においては UA ゼンセンに劣っているが、企業城下町を活用し、効果的
に組合員を教育し、集票へとつなげている。その一方で、UA ゼンセンは繊維産業の衰退により企業
城下町も衰退し、また、流通業やサービス業など企業城下町を持たない産業も多く、組合員数のわ
りに集票力が低い。こうした分析からは、単に労働組合のみならず、様々な支援団体の「組織票」
を集約するメカニズムに関しても、明らかにされた。 
 第 8章では、NPO/NGO、労働組合に比して、民主党の「支援団体」として取り上げられることの相
対的に少ない 2 種類の団体――宗教団体（第 1 節）と候補者の後援会（第 2 節）――が、民主党の
存続にどのような影響を及ぼしているのかについて分析を行っている。分析の結果、宗教団体は、
労働組合のように民主党の設立に関わっておらず、政策立案などにおいても影響力はなかったと結
論づけられている。他方、後援会は、党員・サポーターを集めたり、また、所属の国会議員の後援
会は政党の地方組織の役割も担っていたりした場合も少なからずあることが判明し、こうした形で
民主党の党勢拡大に貢献したことが明らかとなった。ただし、後援会に関しては、その運営や実態
に関する既存のデータは極めて限定的であり、分析が困難であったことが率直に述べられており、
そうした中でも実際の政治家の後援会のメンバーへのインタビューを行って得た貴重な証言をもと
に分析を進めている。 
 第 9 章では、本論文で得られた知見の総括と、今後の研究の方向性などが述べられている。そこ
では、支援団体は民主党と多様な関係性を築き、それぞれ異なった役割を果たしており、民主党の
存続に対する貢献は多様であったことが明らかにされた。NPO/NGO は、政策的な貢献の度合いは高
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いものの、選挙において民主党が議席を獲得するという点においては限定的な貢献しかない。宗教
団体と候補者の後援会は、民主党所属の議員個人の集票には貢献しているが、民主党という政党自
体への支援という意味では、その存続に直接的影響を与えているとは言い難い。他方で、労働組合
は民主党存続に直接的に貢献しており、民主党の安定した支持基盤であると言える。こうした知見
を通じて本論が明らかにしているのは、労働組合が支援団体の核として機能しつつ、他の異なるタ
イプの支援団体から異なる形の支援を受けることで民主党が存続し、党勢を拡大したことが、世界
でもまれな政権交代を短期間で実現した新党となる基盤を作った、ということである。 
 
3．本論文の評価 
本論文の学術的価値としては、以下の 3 点が挙げられる。まず第 1 に、新党形成に関する先行研
究を広範囲かつ深く読み込み、そこで得られた知見を日本の事例の分析に活かす一方で、日本の事
例分析から得られた知見と、既存の新党形成に関する通説を照らし合わせた点は評価されるべきで
ある。前述の通り、これまでの研究は主に西欧や新興民主国を分析したものがほとんどで、既存の
知見はそうした事例から得られたものである。本研究では、日本における民主党を綿密に分析した
ことで、既存の知見がどの程度日本の事例に該当するのかを示した。ひとつには、先行研究が指摘
する、政党の存続・成功を促す要因としての支援団体の重要性が確認された。他方、緑の党や近年
台頭する右翼政党に見られるように、西欧諸国では NPO/NGO が新党の党勢拡大に貢献するとされて
いるが、日本ではこの仮説は当てはまらないことを指摘している。また、選挙制度改革などによる
政界再編が政治的空間を作り、新党の出現や成功につながるという先行研究での議論は、日本の事
例にも当てはまることも確認できたが、他方で、日本の事例は、政界再編がもたらす政治的空間は、
あくまで新党が出現する機会を与えているだけであり、その存続や成功を保証するものではないこ
とも示している。このように、既存の知見の妥当性と限界を部分的にではあるが、非西欧の事例で
明らかにした意義は少なくない。 
 第 2 に、本論文は、政党研究に関して、これまで看過されてきた新たなアプローチを提示したと
評価できる。政党政治や新党の研究の主流は、市民の投票行動やイデオロギー的側面の分析に重き
を置くが、本研究は、政党の支援団体という側面に注目し、その詳細な分析を行った。また既存の
研究は、新党の設立に際して重要な役割を果たす主な支援団体を指摘するにとどまることが多いが、
本論文では、NPO/NGO、労働組合、宗教団体、後援会など複数のタイプの支援団体を分析し、異なる
．．．
支援団体が異なる役割を果たしつつ
．．．．．．．．．．．．．．．．
民主党を支えていることを指摘した。さらに、各種支援団体の
政党支持行動をミクロレベルで明らかにしている点は、極めて重要な貢献だと言える。 
 第 3 に、日本の政党研究の側面から見ても、本研究は重要な貢献をなしている。というのも、本
研究は、日本において数少ない野党に関する実証分析として、極めて興味深い政党政治の側面を明
らかにしている。例えば、労働組合の政党支援活動に関して、なぜ自治労においては本部と地方の
支部とで異なる政党を支援するのか、および労働組合の集票力が組合員数よりもむしろ企業城下町
の存在に左右される、などを明らかにしている点は重要である。また、既存の量的データを駆使し
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ながら、労働組合の動員による組織票を推定している点も、「組織票」の実態をつかむことが困難
であることに鑑みれば、見逃せない貢献である。候補者の後援会が実は政党の地方組織の立ち上げ
や強化に貢献していることを詳らかにし、こうした点から講演会を疑似的な政党の支援団体と見な
している点なども、他の研究に見られない斬新な指摘と言えよう。 
 なお、本論文の学術的重要性を示す事実として、その一部分はすでに、Social Science Japan 
Journal および Journal of East Asian Studies という学術誌（査読付き）に掲載されていること
を明記しておく。 
 もちろん、今後さらに改善が望ましい側面もある。本論文が、民主党の詳細な分析に重点を置く
あまり、その分析結果の理論的一般性に関する考察がやや不十分であることは否めない。また、本
論文の主眼は民主党の支援団体にあるが、民主党＝新党の成功にとって、支援団体の存在は必要条
件であるかもしれないが、十分条件ではない。とくに、近年のように浮動票の占める割合が多い時
代においては、特定の団体以外に如何に支持を広げるかが政党の成否の鍵を握る。こうした点に対
して、池田氏は更なる考察を行うべきであろう。しかし、これらは、今後の研究の課題というべき
ものであり、本論文の学術的貢献の価値を低減させるものではない。ついては、前述した学術的価
値に鑑みて、本論文は、博士（総合政策）を授与するに十分な研究であると判断する。 
 
（文責：泉川泰博） 
